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第１章 総則規定

第５節：再抗告（Revisionsrekurs）

第62条 再抗告の適法性

（１）抗告手続の範囲において下され

た抗告裁判所の決定に対する再抗告

は，例えば抗告裁判所が最高裁判所の

判例に反すること，又は最高裁判所の

判例が存在せずもしくは不統一である

ということを理由として，再抗告裁判

所の裁判が，法的統一性，法的安定性

又は法的発展を確保するために重要な

意義を有する実体法上又は手続法上の

法的問題の解決に依存する場合にの

み，許される。

（２）ただし，再抗告は，次の各号に

掲げる事項については，前項の規定に

関わらず，許されない。

１．費用に関する決定

２．手続救助に関する決定

３．手数料に関する決定

（３）再抗告は，―第63条第３項の場

合を除き―，裁判対象が金銭又は金銭

的価値について総額で３万ユーロを超

えない場合で，かつ抗告裁判所が第59

条第１項第２号により通常再抗告

（ordentlichen Revisionsrekurs）を不

適法と宣言した場合もまた，これを許

さない。

（４）本条第３項は，裁判対象が全く

財産権上の性質を有しない場合は，こ

れを適用しない.

（５）ただし，抗告裁判所が，第59条

第１項第２号に基づき，通常再抗告を

本条第１項により不適法である旨を言

い渡した場合には，裁判対象が総額３

万ユーロを超える場合又は裁判対象が

全く財産法上の性質を有していない限

りで，再抗告を提起することができる

（特別再抗告（außerordentlicher
 

Revisionsrekurs））。

ばならない。通常再

抗告は，許可異議の申立書を添付して，

これをなさなければならない。

（２）許

第63条 許可異議（Zulassungsvorstel-

lung）

（１）裁判対象が総額で３万ユーロを超

えない場合で，かつ抗告裁判所が第59条

第１項第２号に基づき通常再抗告を第62

条第１項により不適法である旨を言い渡

した場合には，当事者の一方は，通常再

抗告が適法であると宣言するよう言い渡

しを変更する旨の申立てを抗告裁判所に

対してなすことができる（許可異議）。

この申立てにおいては，―抗告裁判所の

言渡しに対して―第62条第１項により通

常再抗告が適法とみなされる理由を十分

に明らかにしなけれ

，これを準用する。

（３）抗告裁判所は，許可異議を確かな

ものであるとみなした場合には，決定で

可異議は，通常再抗告と併合し

て，第１審の裁判所に対して，14日以内

に，これをなさなければならない。この

14日間の期間は，抗告裁判所の裁判の送

達でもって開始する。第65条第１項第２

号及び同条第２項は

１項により適法である旨

ってその言渡しを変更し，かつ通常再

抗告が第62条第

も

＊ ３，５項は，2第 9年改正法（BGBl.00

I N 52r. 009）により改正されている。/2
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を言い渡さなければならない。この決定

は，簡潔にその理由を示さなければなら

ない（第59条第３項後段）。

（４）抗告裁判所は，許可異議を確かな

ものではないとみなした場合，許可異議

を通常再抗告とともに決定でもって却下

しなければならない。抗告裁判所は，許

可異議等を却下する場合，通常再抗告を

不適法とした，維持された言渡しの理由

を指摘することで十分である。この決定

に対する不服申立ては，これを許さな

い。

（５）ただし，抗告裁判所が再抗告を適

法であると宣言する場合には，抗告裁判

所は，この決定を両当事者に送達しなけ

ればならず，かつこのことが予測される

限りにおいて，再抗告の相手方に再抗告

に対する答弁について委ねなければなら

ない。このことは，第１審の裁判所にも

これを通知しなければならない。 ばならない。

１．再抗告が対象とする決定の表示

２．決定がどの範囲で取り消される

第64条 破棄決定の取消し

（１）抗告裁判所が第１審の裁判所の決

定を破棄し，手続の補完後に下される新

たな裁判を第一審裁判所に委ねる旨の決

定は，再抗告が適法である旨の言渡しを

抗告裁判所がした場合にのみ，これを取

り消すことができる。抗告裁判所は，第

62条第１項及び同条第２項による適法性

の要件が存するとみなす場合にのみ，こ

のことを言い渡すことができる。この言

渡しは，職権又は申立てに基づいてなす

ことができ，かつ簡潔に理由を述べなけ

ればならない。

（２）第63条はこれを適用しない。

（３）本条第１項による言渡しの場合に

おいて，第１審の手続は，破棄決定に法

的確定力が生じた後に初めてこれを続行

することができる。

第65条 再抗告の期間，形式，及び内容

（１）再抗告の期間は，14日とする。こ

の期間は，抗告裁判所の裁判の送達でも

って開始する。決定が送達されなかった

記録上明らかでない当事者は，記録上明

らかな当事者が再抗告を提起することが

でき，又は再抗告に対する答弁をなしう

る時点まで，これを提起することができ

る。

（２）再抗告は，第１審裁判所に書面を

提出して，これを提起しなければならな

い。再抗告は，裁判所の調書に記載して

これをすることはできない。

（３）再抗告状は，申請の一般的要件の

ほかに，以下の各号に掲げる事項を記載

しなけれ

告が認められる限りにおい

て，簡潔に，事件の法的判断が不

当であると思われる理由

か

についての主張の特定，取消理由

についての特定した簡潔な記述及

び決定の破棄又は決定の変更のい

ずれを申し立てているのかについ

ての主張

３．再抗告理由を証明できる事実の提

出及び証拠方法

４．第66条（第１項）第４号に基づく

再抗

項により抗告裁判所の言

渡しに対する再抗告が適法である

とみなされた理由

条第１

再

５．弁護士又は公証人の署名

６．特別 り抗告の場合は，と

6

わけ第

2

＊ I Nr.2009年改正法（BGBl. 09)252/ 0

。ているにより改正され

オーストリア非訟事件手続法（２）（松村・石川) 349



第66条 再抗告の理由

（１）再抗告においては，次の各号に掲

げる理由のみを主張することができる。

１．第56条，第57条第１号又は第58条

の問題が存すること

２．事件についての徹底した討議

（erschopfende Erorterung）及び

基本的評価を妨げる不備が存する

こと

３．抗告裁判所の決定が重要な点にお

いて第１審又は第２審の記録と矛

盾する事実要件を基礎としている

こと

４．抗告裁判所の決定が，事件につい

て誤った法律上の判断に基づいて

いること

（２）新たな事実及び証拠方法は，再抗

告の理由を基礎づけるため又は反駁する

ためにのみ，これを提出することができ

る。

第67条 再抗告の却下

第62条第１項による要件の欠缺以外の

別の理由に基づき不適法な再抗告は，第

１審裁判所によって却下され，例外的に

（allenfalls），第２審裁判所によって却

下されなければならない。通常再抗告が

併合されている許可異議についても，こ

のことはまた適用される。

第68条 再抗告に対する答弁

（１）本案について下された決定に対し

て再抗告，又は通常再抗告に併合された

許可異議が本案について下された決定に

対して提起された場合で，かつ第１審の

裁判所が却下の理由を見いだせなかった

ときは，全ての他の記録上明らかな当事

者に，抗告状等の副本を送達しなければ

ならない。これらの当事者は，14日以内

に再抗告に対する答弁を書面により提出

することができる。第65条第１項第２

文，第２項中段，第３項第３号ないし第

６号及び第66条第２項は，これを準用す

る。

（２）再抗告又は許可異議の適時性又は

適法性に対する異議は，抗告によってで

はなく，再抗告に対する答弁においての

みこれを主張することができる。

（３）再抗告に対する答弁についての期

間は，

１．抗告裁判所が適法とした再抗告

（通常再抗告）の場合には，第１

審裁判所による再抗告の副本の送

達でもって開始する。

２．通常再抗告が併合された許可異議

の場合には，抗告裁判所の全ての

記録上明らかな当事者に再抗告に

対する答弁が委ねられている旨の

抗告裁判所の通知（Mitteilung）

の送達でもって開始する。

３．特別再抗告の場合には，全ての記

録上明らかな当事者に再抗告に対

する答弁を委ねた旨の最高裁判所

の通知が送達されたことでもって

開始する。

（４）再抗告に対する答弁書は，以下の

裁判所にこれを提出しなければならな

い。

１．抗告裁判所が他の記録上明らかな

当事者に第63条第５項により再抗

告に対する答弁書を提出すること

を委ねた場合には，抗告裁判所

２．最高裁判所が第71条第２項により

再抗告に対する答弁書を提出する

ことを記録上明らかな相手方当事

者に委ねた場合には，最高裁判所

３．その他の場合は，第１審裁判所

（５）再抗告に対する答弁の提出につい
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ては，他の当事者には，副本の送達によ

って通知することができる。

第69条 最高裁判所への記録の提出

（１）通常再抗告が併合された許可異議

が第１審裁判所によって却下されていな

い場合，第１審裁判所は，記録を提出し

なければならない。

（２）第１審裁判所は，答弁書の提出後

又はそのために認められた期間の経過後

に予測されうる限りで，通常再抗告状を

本事件に関する全ての書面を添付して，

第２審裁判所に提出しなければならな

い。第２審裁判所は，関連する抗告裁判

所の書類を添付してこれらの書類を，最

高裁判所に転送しなければならない。

（３）第１審の裁判所は，通常再抗告を

併合した許可異議状を，事件に関連する

全ての書類を添付して，第２審の裁判所

に直ちに提出しなければならない。

（４）第１審の裁判所は，全ての関連す

る書類を添付して，特別再抗告状を直ち

にかつ直接に最高裁判所に提出しなけれ

ばならない。

第70条 再抗告についての裁判

（１）最高裁判所は，取消しを求められ

た決定を再抗告の要求の範囲においての

み，これを裁判することができる。職権

で開始されうる手続においては，最高裁

判所は，この要求に拘束されない。最高

裁判所は，取消しを求められた決定を，

取消しを求めた当事者の不利益にも，変

更することができる。

（２）最高裁判所は，第64条による再抗

告については，事件が裁判するに熟した

場合には，事件について自判することが

できる。

（３）最高裁判所は，抗告裁判所の決定

が破棄されなければならないときに，第

２審の手続のみを補完する必要がある場

合には，事件を抗告裁判所に差し戻さな

ければならない。これに対して，第１審

の手続が，補充が必要である場合又は職

権によって顧慮すべき不備が存在する場

合には，第１審裁判所の決定は，これを

破棄しなければならず，かつ差し戻さな

ければならない。最高裁判所は，その上

で，請求権に関する最終的判断について

重要な法的問題（第62条第１項）に関す

る解決から個々の請求の基礎の詳細な審

理又は詳細な算定が明らかに必要な場合

には，抗告裁判所の決定を破棄し，かつ

新たな裁判をするために，事件を抗告裁

判所に差し戻さなければならない。

第71条 最高裁判所での手続

（１）最高裁判所は，再抗告の適法性の

審査に際しては，第59条第１項第２号に

よる抗告裁判所の言渡しに拘束されな

い。

（２）最高裁判所は，最初の審理に際し

て特別再抗告が第62条第１項の要件を欠

くために却下されるべきであると認めな

い場合には，被抗告人に再抗告に対する

答弁について自由裁量が認められている

ことを通知しなければならない。この通

知については，第１審及び第２審の裁判

所並びに再抗告人にこれを通知しなけれ

ばならない（zu verstandigen）。抗告裁

判所は，再抗告人への通知の到達後，こ

の手続に関する記録を最高裁判所に提出

しなければならない。

（３）最高裁判所は，その裁判の正本に

おいて，当事者の陳述及び事実に関する

裁判の基礎の再録を，最高裁判所の法的

な説示（Rechtsausfuhrungen）の理解

に必要であるものに限定することができ
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る。最高裁判所は，抗告裁判所の裁判を

追認し，かつその理由づけを適切とみな

す場合には，その正当性を指摘すること

で十分である。主張された不備又は記録

の矛盾が存在しないという判断並びに特

別再抗告の却下には，理由を必要としな

い。重要な法律問題に欠けることを理由

とする通常再抗告の却下は，却下理由の

記述に限定することができる。

（４）抗告に対する決定は，別段の定め

がない限り，第50条第１項第４項の例外

を除いて，これを準用する。

第６節：変更の申立て

第72条 変更の申立ての適法性

決定の効力が，他の裁判手続を開始す

ることによって排除することができない

場合は，その決定の変更は，以下の規定

に基づき，これを要求することができ

る。

第73条

（１）決定の変更は，事件について裁判

した決定の法的確定力が発生した後に，

以下の各号に該当する場合には，これを

申し立てることができる。

１．当事者が申立ての対象となってい

る（vorangegangenen）決定手

続において代理されていないとき

２．当事者が法定代理人を必要とした

が，そのような代理人によって代

理されなかった場合であって，訴

訟行為が事後的に追認されなかっ

たとき

３．除斥又は忌避された裁判官又は法

的監護者が裁判をしたとき

４．民事訴訟法第530条第１項第１号

ないし第５号による要件が存する

とき

５．当事者が事件について従前に下さ

れ，すでに法的確定力を有する判

決を発見し，又は変更を求められ

た決定の基礎となる手続の当事者

間で権利を創設する判決を利用す

ることができる状況にあるとき，

又は

６．従前の手続においてそれを提出し

又は利用したならば当事者にとっ

てより有利な裁判を引き起こした

であろう新しい事実を認識し，又

は証拠方法を発見し又はこれを利

用することができる状況になった

場合

（２）本条第１項第１号ないし第４号に

よる変更理由は，変更の申立ての基礎と

なっている状況が既に申立ての対象とな

っている手続において主張することがで

きるであろう場合又は主張に失敗した場

合には，認められない。

（３）変更理由は，本条第１項第５号及

び第６号により，当事者がその過失なく

裁判の法的確定力又は新たな事実又は証

拠方法を申立ての対象となっている手続

において主張できなかった場合に限り，

認められる。

第74条 変更の申立ての期間

（１）変更の申立ては，４週間以内にこ

れを提出しなければならない。

（２）この期間の計算は，以下の各号に

掲げる日から計算するものとする。

１．（第73条第１項第１号及び第２号

の場合には）裁判が当事者に有効

に送達された日からとする。

２．（第73条第１項第３号の場合は）

当事者が除斥事由の認識を得た日
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からとする。

３．（第73条第１項第４号の場合には）

刑事裁判所の判決又は刑事裁判所

の手続の停止を言い渡した決定が

法的確定力を生じた日からとする。

４．（第73条第１項第５号及び第６号

の場合には）当事者が法的確定力

を有する裁判を援用又は当事者に

知られた事実及び証拠方法を提出

することができた日からとする。

（３）決定の効力を排除するための変更

の申立て以前に別の申立てがなされた場

合又は記録上明らかでない当事者によっ

て抗告が提起された場合には，この申立

て又は抗告の却下の場合には，４週間の

期間は，却下の決定の法的確定力が生じ

た時点で開始する。

（４）期間は，いずれの場合も，変更が

求められた決定の法的確定力前には開始

しない。

（５）変更の申立ては，裁判の法的確定

力が発生後10年の経過後は，第73条第１

項第１号及び第２号の場合においてのみ

申し立てることができる。

第75条 変更の申立ての形式及び内容

（１）変更の申立ては，申請の一般的必

要要件とともに以下の各号に掲げる事項

を記載しなければならない。

１．変更を求める決定の表示

２．変更を申し立てる理由

３．第74条による期間の遵守がなされ

た状況についての陳述

（２）この申立てには，他にどのような

裁判がなされようとしているのかという

ことを認識させなければならない。第９

条第２項及び第３項は，これを準用す

る。

第76条 変更の手続の管轄

（１）申立ては，第１審において判決裁

判所として活動した裁判所に，これを提

出しなければならない。その間に第１審

における管轄が他の裁判所に移行したと

きは，申立ては，他の裁判所にこれを提

出しなければならない。

（２）第１審裁判所は，変更を求められ

ている決定が上級審の裁判所によって下

された場合であっても，変更の申立てに

ついては，これを裁判しなければならな

い。

第77条 変更の申立てについての裁判

（１）裁判所は，変更の申立てが不適法

である場合には，これを却下しなければ

ならない。

（２）決定は，変更の理由が存在する場

合，申立ての範囲において変更理由に関

わる限りで，これを変更しなければなら

ない。決定は，職権によってまた開始す

ることができる手続においてのみ，変更

を要求する当事者の不利益にこれを変更

することができる。変更の申立ては，事

件について申立人にとってより有利な判

決が下されないであろうと予測される場

合であっても，これを却下しなければな

らない。

（３）法形成的決定の変更は，第三者に

対しては遡及しない。

第７節：費用賠償

第78条

（１）裁判所は，本連邦法又は他の法律

上の規定において別段の定めがない限

り，新たな調査をすることなく全ての状
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況を注意深く考慮して，費用賠償をどの

程度課すことができるかを言い渡さなけ

ればならない。費用の裁判について第１

審の裁判所が事件の本案の法的確定力に

よる解決まで留保しないならば，本案を

解決する決定においてこれを裁判しなけ

ればならない。

（２）目的に合致した権利追求又は権利

防御のために必要な費用は，当事者の一

方が相反する利益を追求する他の当事者

に対して自らの権利追求又は権利防御で

もって勝訴した限りで，その者に償還さ

れうる。この費用が公正さにより，とり

わけ事件の事実上又は法律上の困難さを

理由に又は個々の当事者の行為により加

算された費用を理由に必要とする限り

で，これを除くものとする。

（３）民事訴訟法第43条第１項第３文に

挙げられた裁判費用は，このことから賠

償請求権が生じない限りにおいて，手続

対象に対する負担との関係において負担

分の特定が欠ける場合には，個々の当事

者の行為で負担した費用の考慮の下で，

これを当事者に均等に課するものとす

る。その他の点では，当事者はその費用

を自ら負担しなければならない。

（４）費用及びその利息の記載について

は，民事訴訟法の規定は，これを準用す

る。

第８節：裁判の実行

第79条 手続の強制手段

（１）裁判所は，手続の進行に必要な処

分について，それに従わない者に対し

て，職権で適切な強制手段を実施しなけ

ればならない。

（２）強制方法としては，以下の各号が

考慮される。

１．代替可能な行為を強制するための

罰金刑。その範囲及び償還に関し

て，執行法第359条はこれを準用

する。

２．代替不可能な行為，受忍又は不作

為の場合にのみ，１年以内の範囲

で強制拘禁を科すことができる。

３．強制拘引

４．記録，情報物及び他の動産の検査

５．支払の懈怠の費用及び危険に基づ

き代替可能な行為をなさなければ

ならない財産管理人の任命

第80条 執行

判決は，この法律に別段の定めがない

限り，執行法によってこれを執行するこ

とができる。

第２章 婚姻，親子，監護事件（Sachwalterschaftsangelegenheiten)

における手続

第１節：認知

第81条 父性の承認

（１）裁判所は，父性の承認及びそれに

関連する意見表示に関して，調書

（Niederschrift）をとらなければならな

い。

（２）承認についての調書には，以下の

事項を記載しなければならない。

１．父性の明示的承認
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２．承認された者の氏名，日付及び出

生地，国籍，職業，住所及び法律

上承認されている教会についての

所属又は承認されている宗教団体

の所属並びに可能なかぎり戸籍に

おける記入についての指摘

３．―知れている限りにおいて―子及

び母親の氏名，日付及び出生地，

国籍，職業及び住所並びに可能な

かぎり戸籍の記入事項の指摘

（３）裁判所は，裁判所によって公証さ

れた意見表示の正本又は裁判所に転送す

るために交付を認めた意見表示の正本を

所轄の戸籍官庁に送付しなければならな

い。

（４）このことが外国法によって考慮さ

れている限りにおいて，母性の承認につ

いても，これを準用する。

第82条 認知手続における特別の手続規

定

（１）認知請求に関する手続は，この法

律に別段の定めがない限り，申立てに基

づいてのみ開始される。

（２）認知請求に関する手続においては，

いずれの場合も，子供，及び手続によっ

てその親子関係が認められ（Begrun-

den），排斥され，又は再び認められう

る者が当事者となり，かつ子供の他の親

も，その者が事理弁識能力，判決を受け

る能力を有し，並びに生存している限り

では，当事者となる。

（３）未成年の子供の認知に関する手続

においては，未成年の子供の扶養請求権

は，手続救助に関する裁判に際しては考

慮されない。

ければならない。

り消さ

れるものとして宣言しなければならな

い。この法的効果に

第83条

（１）認知手続においては，口頭で審理

しなければならない。

（２）申立ては，その要求が裁判所の裁

判，とりわけ血統（Abstammung）の

承認による場合と異なる方法で満たされ

かつ申立者がその教示後にそれに対して

異議を申立てなかった限りにおいて，請

求を放棄することなしに，取り消された

ものとして職権でこれを宣言することが

できる。申立ての相手方の要求に基づ

き，手続が認知の不成立（Nichtab-

stammung）の確定に関わる場合には，

裁判所は，申立人が口頭弁論に欠席した

ときには，その申立てを，相手方の要求

に基づいて，申立ての放棄なく取

続

においては，その費用はこれを補償する

ことができない。

（５

関しては，申立人に

その召喚に際してこれを指摘しなければ

ならない。

（３）承認に基づく和解又は裁判は，不

適法である。第17条は，未成年の子供の

認知の確定の利益が存在する限りでの

み，これを適用しなければならない。

（４）未成年の子供についての認知手

を付さなければなら

ない。裁判によって認知が確定される場

合，

）認知手続において，第74条第５項

による期間は30年とする。事件について

の裁判は，常に理由

第２項第２号及び第

３号に挙げられている事項を可能な限り

記載

裁判は，第81条

の申立第84条 複数 の取

し

て

な

い扱

（法年改 B )GBl. I Nr正 8＊2006 /2. 060

よ 変に る。り て更され い

＊ I Nr.30/2009)法（ BGBl.改正0920 年

。るていにより変更され
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（１）同一の子供の認知に関わる複数の

手続は，可能な限りこれを併合しなけれ

ばならず，かつ一つの裁判によって解決

されなければならない。

（２）認知の確定が，適用されるべき実

体法によれば他の者の認知の不成立の確

定を前提とする場合には，以下の各号に

よる。

１．第１項の手続の併合は，認知の不

成立の確定に関する第１審の裁判

の前に認知の確定についての申立

てがなされている場合にのみ適法

である。

２．裁判所は，認知の確定を要求する

当事者に対して，認知の不成立の

確定についての申立てがなされな

かった場合にもまた，法的状況に

ついて教示しなければならず，か

つ必要であれば，手続は最長で２

年間これを中断しなければならな

い。

３．認知の確定を言い渡した決定は，

認知の不成立を言い渡した決定に

法的確定力が生じる前には，効力

を生じない。

（３）複数の者が同一の子供に対して認

知の確定を請求する場合で，かつ適用さ

れるべき実体法によりそれらの者の一人

による認知のみが確定される場合には，

裁判所は，一人についての認知の確定に

ついての決定を，他の者の認知の確定を

求める申立てを棄却する決定とともにこ

れを行う。申立ての棄却についての決定

は，確定に関する決定とともに，上訴及

び変更の申立てでのみ争うことができ，

かつ法的確定力を有する。

第85条 協力義務

（１）両当事者及び手続の諸結果により

事実関係の解明に貢献しうる全ての関係

人は，認知の確定のために必要である限

りにおいて，裁判所によって任命された

鑑定人による鑑定に際して，とくに必要

な組織検査，体液検査及び血液検査に協

力しなければならない。

（２）協力義務は，それが生活及び健康

に対する重篤又は継続的な危険と結びつ

くであろう限りでは，存しない。裁判所

は，鑑定を開始する前に，協力を要請さ

れた関係人にその拒否理由に関して教示

しなければならず，かつその説明

（Äußerung）を要求しなければならな

い。協力の拒否は，独立して取消しがで

きる決定でもってこれを裁判しなければ

ならない。拒否が適正に認められる場合

には，挙げられた危険と結びつかない認

知の調査方法を命じなければならない。

（３）裁判所は，身体的不可侵性が侵害

されないような方法で組織検査を得るた

めに，必要な場合には，強制的な引致

（zwangsweise Vorfuhrung）及び適切

な直接強制の適用を命じなければならな

い。その際，公的保証機関は，救助の給

付を義務づけられる。引致及び強制の費

用は，協力義務を負う者が，これを補償

しなければならない。

（４）裁判所は，必要な証拠が既存の条

文によれば提出ができず，かつ特別の法

律上の規定の妨げとならない限りにおい

て，全ての者から必要な組織検査，体液

検査及び血液検査の提出を，たとえその

者が既に死亡した場合でも，第１項に掲

げた者に要求することができる。

第２節：養子縁組

第86条 同意の意思表示 （１）養子縁組に関する同意についての
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意思表示は，本人自ら裁判所の面前でな

さなければならない。このことが著しく

困難又は著しい費用をともなう場合又は

裁判上の手続がまだ開始されていない場

合には，この同意は，公の証書又は公の

認証を経た証書（offentlicher oder of-

fentlich beglaubigter Urkunde）にお

いて表明することができる。

（２）公の証書又は公の認証を経た証書

における同意に関する意思表示をなす代

理権の授与は，これを適法とする。

（３）本条第１項による同意の意思表示

及び本条第２項による代理権は，養子と

養親を特定してこれを表示しなければな

らない。養親の名前，住所の報告及び承

認決定の送達を放棄する場合（第88条第

１項）は，養親の表示はこれを行わない。

（４）本条第１項により書面による意思

表示又は本条第２項による代理権におい

てそのような放棄をなす場合には，その

ために公の証書を必要とする。そのよう

な放棄を含む同意の意思表示は，裁判所

の面前で本人自らこれをすることができ

る。その際，放棄者に対しては，その意

思表示の効果についてこれを教示しなけ

ればならない。

第87条

（１）同意は，第１審の裁判（第40条）

までに書面又は裁判所の面前でこれを撤

回することができる。

（２）同意の意思表示の撤回は，養子の

許可に関する手続が既に係属している場

合には，裁判所にこれを申し立てなけれ

ばならない。同意が養子縁組の仲介所で

なされた場合又はその仲介所に委ねられ

た場合には，撤回は，仲介所に対して

も，またこれを意思表示することができ

る。この仲介所は，裁判所に撤回の遅滞

ない転送を義務づけられる。

（３）同意の意思表示は，その意思表示

が撤回されなかった限りで有効であり，

かつ継続する手続においてもまた基礎と

して用いることができる。

第88条 匿名養子縁組

（１）契約当事者は，一致した申立てに

よって，成年福祉事業者を除いて，同意

権限者及び審問権者の全て又は各々が養

親の名前，住所の通知，及び意思表示の

許可決定（Bewilligungsbeschlusses）

の送達を放棄することを条件に，未成年

の養子の許可をすることができる。

（２）放棄者の要求に基づき，放棄者に

対して，養親の人的及び経済的な関係一

般は，これを述べなければならない。

（３）放棄者に送達される決定の正本は，

養親の名前及び住所の指摘を含む必要は

ない。

（４）申立ては，本条第１項による条件

が成就しない場合には，これを却下しな

ければならない。

第89条 許可

（１）許可決定書は，第39条の記載事項

の他，以下の事項を記載しなければなら

ない。

１．養子縁組の許可についての言渡し

２．養子と血の繫がった両親の一方に

対する養子の法的関係の消滅及び

この消滅が有効になった時点につ

いての言い渡し。ただし，この消

滅に関する同意がある場合に限る。

３．養親及び養子の名前と名字，誕生

日，出生地，国籍，法律上承認さ

れた教会又は宗教団体の所属並び

に戸籍における登記事項について

の指摘
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４．養子の効力発生日

５．申立てに基づく外国の戸籍を掌轄

する官庁による養子縁組の完全な

登録のために必要であるその他の

記載事項

（２）国際養子縁組に関する子の保護及

び協力に関するハーグ条約（BGBl. III
 

Nr.145/1999）の適用領域においては，

決定書においてこの条約の規定により養

子が成立し，とくに養子手続の係属に関

していつ及び誰によって中央官庁の同意

が付されたのかについての証明書もまた

これを記載しなければならない。裁判所

は，この目的のために州政府の管轄官署

の意見を求めなければならない。

。

（２）裁判の承認は，以下の各号に掲げ

る場合には，これを拒絶しなければなら

な

第90条 特別手続規定

（１）未成年の子の養子の許可の前に，

以下の者は，これを審問しなければなら

ない。

１．第105条の準用に基づく未成年の

子及び

２．成年福祉事業者

（２）養子縁組の手続においては，変更

の申立ては，不適法であり，かつ費用は

補償されない。第104条は，これを準用

する。

（３）裁判所は，養子が未成年の養子の

福祉に合致するか否かを適切な方法で調

査しなければならない。この目的のため

に，裁判所は，刑罰登録簿から養親に関

する情報もまた入手しなければならない

し，かつ必要な場合には，その養親の密

接な家族的環境にいる者についての情報

を入手しなければならない。

子の福祉又はオーストリア

の法秩序その他の基本的価値（公

序）に明白に反する場合

第91条

養子縁組を取り消す場合には，第88条

及び第90条第２項は，これを準用する。

第２a節：養子縁組に関する外国判決の承認及び承認拒絶理由

第91a条

（１）養子縁組についての外国判決は，

オーストリアにおいて外国判決に法的確

定力が生じ，かつ承認の拒絶理由が存在

しない場合に，これを承認する。承認

は，特別の手続を必要とすることなく，

前提問題として独立して判決を下すこと

ができる

ない者の申

立てに基づき，とりわけその者が判決国

てオーストリアにおける

承認要件

い。

１．承認が

る裁判と

一致していない場合

４．オーストリア法の適用に際して承

認する機関が，国

２．当事者の一方の法的審問権が保障

されなかった場合。ただし，当事

者がその裁判に明示的に同意した

場合を除く。

３．この裁判が，オーストリアの判決

又はかつ

を有していないであろう場合

（３

を満たしたとす

でも，準拠法によれ

ばその同意権が保障されてい

際法上，管

）承認は，いつ

権轄

B I＊2013 l. 013)BG 1年改正法 Nr. /5 2（

り れによ 。変更さ いて る

9＊200 Bl. I Nr.75/2009)BG法年改正 （

り いる。変更されてによ
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家の手続に関与することが不可能である

ことを理由として，これを拒絶すること

ができる。

第91b条 承認の手続

（１）独立した手続における裁判の承認

は，そのことに関して法的利益を有する

者がこれを申し立てることができる。

（２）申立てには，裁判の正本及び判決

国の法によったその法的確定力の証明書

を添付しなければならない。承認を申立

てられなかった当事者が，判決国の手続

に参加しなかった場合は，この点につい

て手続へその当事者の関与に用いられる

書面の送達証明，又は当事者が外国の裁

判に明確に承諾していることを明らかに

する文書を提出しなければならない。

（３）裁判所は，養親及び養子を手続に

関与させなければならない。ただし，養

子縁組に関する外国の手続に関与した者

は除く。

（４）抗告が第１審の裁判に対してなさ

れている場合は，抗告及び抗告に対する

答弁の期間は，１か月とする。承認を申

立てなかった当事者の居所が外国に存在

するときでかつ，抗告又は抗告の答弁が

手続に参加する最初の機会であるときに

は，この者に対する抗告又は抗告に対す

る答弁の期間は，２か月とする。

第91c条 承認拒絶の申立て

第91条 a及び第91条 bは，養子縁組

に関する外国裁判の承認拒絶が主張され

ている申立てにこれを準用する。

第91d条 国際法の優先

第91条 aから第91条 cまでの規定は，

国際法上異なる定めがある場合には，こ

れを適用しない。

臣は，連邦大統領に子供

の嫡出宣告を提案しなければならない。

連邦司法大臣及び連邦大統領は，裁判所

に証

第３節：連邦大統領による認可

第92条

（１）各両親又は子供は，連邦大統領の

決定による認可を申請することができ

る。子供が未成年である場合，申立てに

は，監護裁判所の承認を必要とする。

（２）裁判所は，子供及び両親の生活関

係，両親と子供の間の関係並びに婚姻契

約の締結がなされない理由を調査しなけ

ればならず，申立てに対して意見を述

べ，かつ，連邦司法大臣に直接このこと

を提出しなければならない。申請の認可

に対して大臣が疑義を見いださない場

合，連邦司法大

ければならない。

（４）未成年の子の認可についての手続

においては，費用賠償は行われない。

licher

拠調べの補充を要求することができ

る。

（３）連邦大統領の決定は，大統領が署

名した日に効力を生じる。裁判所は，嫡

出宣告（Ehe 当事者

に通知

klarung）を

しな

条 は 00，2＊ 第 91a～ 91d 改 正 法年9

7.r さI N（BGBl. 更09）に5/20 より変

。ているれ

＊2013年改正法（BGBL. I Nr. 15/

2013）により，2003年改正法は廃棄さ

れた。
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第４節：婚姻事件

第93条 特別手続規定

（１）協議離婚，一方の配偶者の所得に

おける他の配偶者の協力による清算並び

に婚姻による使用財産及び婚姻の貯金の

分配に関して（婚姻事件）は，両当事者

は，弁護士によってのみ代理させること

ができる。同一の弁護士による双方代理

は，これを不適法とする。

（２）協議離婚についての手続において

は，夫婦のみが当事者となる。

（３）債権者は，婚姻法第98条による手

続への参加を，可能なかぎり，第１審の

裁判の送達ではじめてなすことができ

る。

第94条

（１）婚姻事件においては，口頭で弁論

を行うものとする。

（２）協議離婚についての手続において，

申立人が口頭弁論に欠席した場合，申立

ては，職権によってこれを取り下げたも

のと宣言することができる。

（３）各配偶者は，離婚決定の法的確定

力の発生まで，協議離婚の申立てを取り

下げることができる。申立ての取下げ

は，すでに下された離婚決定を無効とす

る結果となる。このことは，第１審の裁

判所が，決定でもって確定させなければ

ならない。配偶者の一方が離婚の決定の

法的確定力の発生する前に死亡した場合

もまた同様とする。

第95条 離婚の効果の規律

（１）裁判所は，協議離婚に関する手続

において，当事者の一方が弁護士によっ

て代理されていない場合で，かつその当

事者が社会保険法上の効果及び信用に関

する責任についての言い渡しの要件を含

む離婚の効果全てに関するいかなる助言

も要求しない場合には，相応する助言の

要請を指摘し，かつ一般にこれらの効果

について不十分な認識によって発生しう

る不利益について指摘しなければならな

い。当事者は，助言を求める機会を与え

られなければならない。このことを理由

とする新たな期日の延長は，許されな

い。裁判所は，次回の弁論期日を可能な

限り６週間以内に定めなければならな

い。

（1a）当事者は，裁判所での離婚効果の

規律の締結又は提出の前に，離婚の結果

として生じる未成年の子供の特別の必要

性について適切な者又は適切な施設

（Einrichtung）の下で助言を受けたこと

を証明しなければならない。

（２）裁判所は，夫婦が離婚の効果につ

いて規律した合意を提出しない場合，そ

のような合意を締結することを夫婦に指

導しなければならない。離婚の効果につ

いての合意が書面になされていない限り

で，離婚の申立ての取下げの放棄又は離

婚の決定に対する不服申立ての放棄は無

効である。

（３）裁判所は，配偶者の一方が離婚に

よって明白に法律上の健康保険の保護を

失う場合には，保護を失う配偶者に同意

しかつその社会保険番号を報告する限り

において，法的確定力の発生した後，オ

ーストリアの社会保険者の主要団体を通

して所轄の健康保険者（Krankenversi-

cherungstrager）に通知しなければな

らない。この通知には，配偶者の姓名，

誕生日，住所並びに社会保険番号を含ま

なければならない。保険者は，配偶者に
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婚姻の解消の社会保険法上の情報及び保

険保護の継続の可能性を伝えなければな

らない。

は，特別の手続を必要とすることな

く，前提問題として独立してこれを判決

すること

第96条 離婚を求める決定

（１）離婚の決定書は，以下の事項を記

載しなければならない。

１．配偶者の姓名，誕生日，誕生地，

国籍，職業及び住所

２．婚姻締結の日付及び婚姻の締結さ

れた官庁，婚姻簿へのこの点に関

する登録の指摘を含む

３．当事者の一方の申立てに基づいて

外国戸籍官庁による離婚の完全な

記録のために必要なその他の申請

（２）決定は，理由を付さなければなら

ない。

（３）離婚の主文（Scheidungsauss-

pruch）は，婚姻の法的確定力の発生で

もって婚姻が解消したことの効力を有す

る。

（４）婚姻当事者が婚姻法第98条による

言渡しを申し立てた場合には，その言渡

しは，可能な限り離婚の決定とともにな

さなければならない。

（５）離婚についての決定の正本は，申

立てに基づいて両当事者に理由付けなく

かつ第４項による言渡しなしにこれを発

行しなければならない。

第５節：婚姻の存続に関する外国判決の承認

第97条 承認及び拒絶理由

（１）婚姻を解消しないままでの別居，

離婚又は婚姻の無効宣言並びに婚姻の存

在又は不存在の確定についての外国判決

は，オーストリアにおいては外国判決が

法的確定力を有し，承認の拒絶について

の理由が存在しない場合に承認される。

承認

ア法を適用すれば，承

認した官庁が国際的に管轄権を有

していないであろう場合

第9ができる。

（２）判決の承認は，以下の各号の場合

には，これを拒絶しなければならない。

１．判決がオーストリアの法秩序の基

本的価値（公序）に明らかに反す

るとき

２．婚姻当事者の一方の法的審問請求

権が保障されない場合。ただし，

当事者が判決を明示的に承認して

いる場合は，この限りでない。

３．当該裁判が，関連する婚姻の別

居，離婚，無効を宣言し又は婚姻

の存在又は不存在を確定したオー

ストリアの裁判又はオーストリア

における承認についての諸要件を

かつて満たした裁判と一致しない

場合

４．オーストリ

は，申立権を有する。

（２）申立てには，裁判の正本及び判決

国の法によったその法

8条 承認の手続

（１）独立した手続における裁判の承認

を申し立てることができるのは，その点

に関して法律上の利益を有する者であ

る。検察官は，婚姻法の第21条ないし第

25条と比較可能な無効理由に基づく場合

に

立ての相手方が応訴をしなかっ

た事例においては，手続開始の書面の送

へ申

ければな

的確定力の証明書

を添付しな 判決国へらない。 の

手続

1＊20 I Nr.153年改正法（BGBl. 013)/2

る。されていにより変更
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達証明又は懈怠した当事者が外国裁判に

ついて明白に承諾したことを明らかにす

る文書を提出しなければならない。

（３）裁判所は，申立ての相手方を裁判

の送達によって初めてまた呼び出す

（einbeziehen）ことができる。

（４）第１審の判決に対して抗告がなさ

れる場合は，抗告及び抗告の答弁のため

の期間は，これを１か月とする。申立て

の相手方の居所が外国にある場合でかつ

抗告又は抗告の答弁が手続に参加する最

初の機会である場合には，この者に対す

る抗告又は抗告の答弁のための期間は，

これを２か月とする。

第99条 承認拒絶を求める申立て

第97条及び第98条は，婚姻の存在につ

いての外国裁判の承認拒絶にともなう申

立てについて，これを準用する。

第100条 国際法の優先

第97条ないし第99条は，国際法により

又はヨーロッパ連合の法的文書において

別段の定めがある限りにおいては，これ

を適用しない。

第６節：扶養

第101条 特別手続規定

（１）当事者は，金銭又は金銭的価値で

その訴額が5000ユーロを超える，子とそ

の両親との間の扶養請求権に関する手続

においては，弁護士によってのみこれを

代理することができる。

（２）費用賠償は未成年の子の扶養請求

権に関する手続においては，これを行わ

ない。

（３）扶養請求権が認知手続の結果に依

存する場合には，扶養の申立ては，遅く

とも認知手続の開始を目的とした申立て

が裁判所に提出されたときと同時に提出

された場合に，これをなすことができ

る。扶養の申立てに関しては，認知手続

の法的確定力を持った終了前にこれを裁

判することはできない。

（４）まだ履行されていない扶養の給付

義務は，当該扶養義務が既に侵害されて

いたか，又は侵害されるおそれがある場

合に許される。

（５）未成年の法定扶養の査定，実行及

び取戻しに関する手続においては，法律

扶助に関する裁判の際に，未成年の子の

扶養請求権はこれを考慮しない。

ることができる。扶養義務が所与の

理由から確定されるが，扶養額の上限に

ついて他

第102条 情報提供義務

（１）直系の血族関係にある者の間での

法定扶養に関する裁判にとって重要であ

る者は，裁判所にこれに関する情報を提

供し，かつその情報の正確さについての

審理をできるようにしなければならな

い。

（２）裁判所は，考慮されている社会保

険の保険業者及び他の社会給付を保障す

る機関に，その収入が直系の血族関係に

ある者の間の法定扶養に関する裁判にと

って重要である者の雇用関係，保険関係

又は収入に関する情報を要求することが

できる。第１項による義務に従わない場

合には，その者の雇用者にもまた情報を

求め

，裁判

の方法で確定できない場合に

は 署に情所は，税務 る要求報を す

02＊ Nr.113年改正法（BGBl. I 13)05/2

。ているにより変更され
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ことができる。

（３）第１項及び第２項第１文及び第２

文による情報の要求は，非保護者による

法定代理人としての青少年福祉事業取扱

者にもまた帰属する。

（４）情報の要求は，迅速に完全にかつ

追従可能な回答が可能なように形成され

なければならない。要求を受けた者は，

情報を与える義務を貰う。 され

なければならない。

対して裁量によって補充

的な手続費用の賠償を義務づけるこ

第103条

裁判所は，情報義務がある者がその義

務を重過失によって履行しなかった場合

には，その者に

義務者は，情報を要求

された場合においてこのことを指摘

提

とが

できる。情報 供

＊ GBl. I Nr.15/2013)法（B013年改正2

。る変更されていにより
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